
公 告

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１

項及び大分県契約事務規則（昭和３９年大分県規則第２２号）第２１条の規定に基づき公告する。

平成２８年８月５日

大分県知事 広 瀬 勝 貞

第１ 競争入札に付する事項

１ 委託業務名 施委第４９－２５号 県庁舎等施設保守管理業務委託

２ 委託業務場所 県庁舎本館他 大分市大手町３丁目他

３ 委託契約期間 平成２８年９月１日から平成３１年８月３１日まで

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に規定する長期継続契約）

４ 業務の概要 県庁舎等（県庁舎本館、新館、別館及び各構内の施設、受変電棟、市町村会館６階

県専用部分、大手町駐車場ビル１階公用車庫）において、建物や設備機器の保守管理

を行い、施設の機能維持、安全性の確保及び衛生的な環境の確保を図る業務。

第２ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項

競 争 入 札 次の条件をすべて満たしている者。

参 加 条 件 （１）大分県が発注する県庁舎等維持管理業務の委託に係る競争入札参加資格を得ている

者のうち、電気設備保守管理業、暖房設備保守管理業及び冷房設備保守管理業の全て

の登録を受けている者。

（２）建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第

１２条の２第１項第８号に掲げる事業の登録を受けている者。

（３）本店又は支店等（大分県との契約について委任を受けた者に限る。）の所在地

が大分県内にある者。

（４）自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次の各

号に掲げる者が 、その経営に実質的に関与していないこと。

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

ウ 暴力団員が役員となっている事業者

エ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

オ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の

購入契約等を締結している者

カ 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者

キ 役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会

的に非難される関係を有している者

ク 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

なお、資格要件確認のため、大分県警察本部に照会する場合がある。



第３ 入札手続等

１ 入札手続等の 大分県土木建築部施設整備課 （大分県庁新館 ６階 ）

担当部局 電話 ０９７－５０６－４７０５

手 続 等 期 間 ・ 期 限 場 所 等

２ 仕様書等の 平成２８年８月 ５日から 上記１に同じ。

閲覧 平成２８年８月２２日までの土曜日、日

曜日及び祝日等を除く毎日、午前９時から 上記１のほかインターネット：大分県庁

午後５時まで ホームページ。

３ 公告等に対す （質問書の受付期間） 提出場所は上記１に同じ

る質問及び回答 平成２８年８月８日から平成２８年８月 提出方法は、書面（様式自由）を持参

１２日まで（土曜日、日曜日及び祝日等を して提出すること。郵送又は電送による

除く。）の午前９時から午後５時まで ものは受け付けない。

（回答書の閲覧期間）

平成２８年８月１７日から平成２８年８ 質問書の提出を受けた場合は、書面に

月２２日までの午前９時から午後５時まで より回答し、閲覧に供する。

閲覧場所は上記１に同じ

４ 競争参加資格 証明資料の提出 不要

証明資料の提出

５ 入札書の提出 日時 提出方法は、紙の入札書を持参するも

及び開札 平成２８年８月２３日 のとし、入札に当たっては、別紙１の「

午前１１時００分 入札に当たっての注意事項」を遵守する

場所 こと。

県庁舎新館６階 入札室 入札回数は、原則として１回とする。

なお、入札書提出後の入札辞退(撤回、

引替えを含む）は認められない。

※再度入札について：開札をした場合に

おいて、落札者がいないときは、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の８第４項の規定により再度

の入札を行う。

第４ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

１ 説明の請求 競争入札参加資格がないと認められた者は、第７の２の(３)通知の日の翌日から起算

して５日以内(土曜日、日曜日及び祝日等の休日を含まない。)に、契約担当者に対し

て、競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができるものとす

る。

なお、説明の請求は書面（様式自由）を持参して提出するものとし、郵送又は電送

によるものは受け付けない。

提出場所は、第３の１に同じ。



２ 回 答 １の書面を提出した者に対しては、認定委員会の議を経たうえで、書面により回答

する。なお、回答は１の請求期限の日の翌日から起算して５日以内（土曜日、日曜日

及び祝日等の休日を含まない。）に、書面により回答するものとする。

第５ 最低制限価格又は低入札価格調査基準価格

１ 最低制限価格 無し

第６ 入札参加資格事項等の共通事項

１ 入札参加制限 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

の有無

２ 不渡りの有無 開札予定日以前３箇月以内に、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した事

実又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者でないこと。

３ 倒産手続等 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定に基づく破産の申立て、会社更生法（平成

の有無 １４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定に基づく申立てがなされていない者であること（会社更生法の

規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立て

がなされた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した

者を除く。）。

第７ その他の事項

１ 入札保証金及 （１）入札保証金 免除

び契約保証金 （２）契約保証金 原則：免除（必要な場合は、落札決定後指示する。）

２ 事後審査及び （１）開札後は、最低価格入札者の入札額、業者名を公表の上、落札者の決定を保留

落札者の決定 し入札を終了する。

方法 最低価格が同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にく

じを引かせて落札候補者（順位）を決定する。

この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに

代えて当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

（２）入札終了後、最低価格入札者について競争入札参加資格を審査し 、最低価格

入札者が競争参加資格を満たしていると確認した場合には、最低価格入札者を落

札者とし、競争参加資格を満たしていないと確認した場合には、予定価格の制限

の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みを

した者（以下「次順位者」という。）の競争参加資格を確認した上で 、次順位

者を落札者とする。（なお、次順位者が、競争参加資格を満たしていない場合に

は、順に同様の手続きを行う。）

（３）（２）により競争参加資格を満たしていない者が行った入札については、無効

とし、その結果を通知する。



（４）落札者の決定は、原則として開札日の翌日から起算して２日（土曜日、日曜日

及び祝日等の休日を含まない。）以内に行うものとする。ただし、最低価格入札

者が競争参加資格を満たしていない場合は、この限りでない。

（５）（２）の審査により、落札者が決定した場合は、直ちに入札参加者に対し書面

により通知を行うとともに、当該入札結果を公表する。

３ 入 札 の 無 効 公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札及び入札開始前の注意事項並

びに入札に関する条件に違反した入札は無効とし、 無効の入札を行った者を落札者

としていた場合には落札決定を取り消す。

また、この入札において談合情報が寄せられ、以下により談合があったものと認定

された場合（談合情報と落札予定者が一致している場合で、次の（１）から(４)のい

ずれかに該当する場合）は、当該入札を無効とし、原則として当該入札参加者を排除

する旨の要件を加えた上で再度公告を行うものとする。

（１）落札予定金額（率）が入札結果と一致している場合。

（２）すべての入札参加者が入札結果と一致している場合。

（３）入札結果の落札予定金額（率）との差額が僅少で、入札結果に不自然な事実が

ある場合。

（４）その他談合の事実を示す具体的な物証又は証言がある場合。

４ 再苦情申立て 第４の２の通知を受理した者であって、回答書による説明に不服がある者は、契約

担当者を経由し、知事に対して再苦情の申立てをおこなうことができる。

５ そ の 他 （１）契約担当者は、入札後、落札決定をするまでの間に落札予定者が入札公告に掲

げる競争参加資格の要件を満たさなくなったときは、当該落札予定者の行った入

札を無効にするものとする。

（２）契約担当者は、落札決定後、契約締結までの間に落札者が（１）に該当した場

合は、落札決定の取消を行うものとする。

（３）契約担当者は、契約締結後において、契約者が（１）又は（２）に該当してい

た場合は、契約の解除を行うことができるものとする。

（４）落札者（落札予定者、最低価格入札者、契約者を含む）は、入札後に（１）に

該当した場合は、契約担当者に速やかに申し出ること。

また、（１）、（２）及び（３）による入札の無効又は落札決定の取消し若し

くは契約の解除等に伴う損害賠償について、契約担当者はその責を一切負わない

ものとする。

（５）大分県契約事務規則第２２条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札

者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した

履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると

認めるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最

低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。


